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はじめに
　北は日本からはじまり南はインドネシアに
いたる東アジア地域は，きわめて多様性に富
んでいる地域である。アジア大陸の極東部に
は韓国，北朝鮮，中国，インドシナ半島の三
国に，タイ，マレーシア，シンガポール，そ
れにロシア極東地域があり，この大陸ぞいの
東海上には，日本，台湾，フィリピン，ブル
ネイ，インドネシアがある。周知のようにこ
れらは一括して東アジアとよばれ，世界の注
目を集めている。この東アジアは1980年代以
降の世界のなかでもっとも活力にみちた経済
発展をつづけている地域だからである。
　過去一世紀をさかのぼるとき，東アジアに
は衰退の大国といわれた中国，ようやく経済
的「離陸」の緒についたばかりの貧しい日
本，そして東南アジア地域をはじめとする数
多くの途上国の姿しか見あたらない。半世紀
前においても，事態は決してよくはなかった。
　しかし，現在では東アジア地域は群を抜い
た高い経済成長率をもって成長している成長
地域である。しかもその成長発展のやり方は
いわゆる「西欧型」のものとは異なっている。
日本にはじまった成長発展の波は，四つのド
ラゴンをへて，アセアン諸国をまきこみ，そ
していま中国におよんでいる。現在，日本だ
けは例外となって成熟経済の長期不況におち
こんでいるが，しかし，これもいずれこの東
アジアの成長の波のなかへ戻るであろう。
　この東アジアにおける成長過程において，
つぎつぎと成長の波が新たな地域におよんで
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いくにつれて，それまで存在していなかった
か，あるいは存在していても充分な力をもた
なかった産業が確立されてくる。それは先行
していた地域（国）における同じ産業との間の
競争をうみだしてくる。そうなると，この東
アジアのなかにおける国際分業の態様は変化
しないわけにはいかなくなる。この東アジア
の国際分業の態様の変化の過程においては，
貿易収支の不均衡がおきてくるし，それはま
た摩擦をひきおこす要因となる。国際分業の
態様の変化にともなう問題は東アジアの成長
が群を抜いていることとあいまって，包括的
な考察を必要とする問題である。
　東アジアの成長が群を抜く速さを示し，経
済開発がかなりのテンポで進んでいるが，そ
れはこの地域でおしなべて一様に進んでいる
わけではない。東アジア内にはいくつかの成
長領域があり，それが核となって成長と発展
が推進されている。それらの核はそれぞれの
名称をつけられた経済圏としてとりあつかわ
れている。これらは東アジアの域内における
局地的な経済活動の集積地域である。この地
域内の局地経済圏はそれが活動の活発化をと
もなっているものは自然的にできたものであ
る。たとえば，華南経済圏がそうであり，マ
ラッカ海峡をはさむ黄金三角地域の経済圏も
そうである。しかし，この東アジアの成長の
波のなかで，新たに計画的（？）に形成を意図
されているものがある。その代表的なものが
環日本海経済圏である。こうした局地経済圏
の形成への動きは，上に述べた自然的なも
の，いいかえると，自由な経済の流れにそう
ものとは異なったものである。こうした局地
的な経済圏の形成への動きは，自由な経済の
流れにそう東アジアでは，同じく包括的な考
察を必要とする問題である。
　この論文は，この東アジアの成長過程にお
いてでてきた二つの問題をとりあげ，広い経
済的および政治的な視点から，包括的な考察
をおこなうのが目的である。はじめに分業問
題をとりあげ，つづいて局地経済圏問題をと
りあげる。そこでは環日本海経済圏を対象と
してとりあげることになる。
1．　東アジアにおける国際分業の地域
　　　内形成
　　　　　　　　　1
　いうまでもなく，東アジアの成長発展は市
場経済の流れにのった資本移動と貿易拡大に
大きく依存している。日本やアメリカをはじ
めとして多くの資本が東アジアへ流入したこ
とは確かであるが，それと同時に東アジアの
域内での資本移動も急速に増大した。貿易の
流れにしても，アメリカとの貿易など，もち
ろん増大したが，それ以上に東アジアの域内
における貿易が増大した。
　この東アジア内の貿易の拡大は東アジア内
における国際分業が市場経済をとおして急速
に進んでいることをしめしている。もちろ
ん，経済の成長発展過程においてそれぞれの
国の産業構成は変化し，賃金水準も上昇して
いく。それに対応して輸出構成も輸入構成を
変化していく。それぞれの国の比較優位構造
も変化していく。東アジアのなかでの直接投
資の流れはそうした変化と深くかかわってい
る。ある国から別の国へと産業が移転してい
くのはその直接投資の流れをとおしてである。
　東アジアのなかでの貿易・投資の増大は上
述した変化がその経済の成長発展に内包され
ていることを示している。東アジア内での貿
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易比率は増大しており，そこに急速に経済力
の集積が進んでいる。この成長地域にとって
は，開放市場が必要であるし，また望ましい。
したがって，自由貿易は原則として当然のこ
ととなっている。
　しかし，東アジア内の分業のダイナミック
な進展の過程において貿易の不均衡が生じて
いる。この不均衡があまりに大きくなると，
東アジア内において貿易・経済摩擦が生じ，
政治的不協和音がおこり，域内の国際分業の
円滑な進行が阻害されてしまうのであろう。
したがって，不均衡を拡大させないことが重
要な政策課題の一つとなってくる。
　この貿易不均衡とならぶ大きな政策問題
は，この領域内における国際分業をどのよう
につくりあげるかということである。東アジ
ア地域の国際分業を摩擦をひきおこすことな
くつくりだしていくことが望ましいことはた
しかであるが，果して政策によって生みだす
ことのできるものなのかどうか，もまた問題
である。
　企業は国境をこえてその経済活動をおし広
めていくときには，企業の視点からみての合
理的な判断にもとついて，海外へ進出するこ
とが必要かどうかを決めていく。それを国際
経済の視点からみれば，国際分業の形成を部
分的に担う結果になっている。しかし，企業
の決定のみが分業を形成する力ではない。政
策による誘導もまた，その国際分業の形成に
役割を果している。もちろん，それがいつも
うまくいくとは限らない。
　国際分業については後に再び言及するが，
留意するべきことは日本から東アジアの他の
地域へ企業が進出し，そこで生産をおこなっ
ている，という現実である。そのため，東ア
ジア地域のなかには，いろいろな製造工業が
確立されており，日本の同種の産業と比較し
たときに，その競争力にほとんど差のないも
のもある。それは日本の同種の産業のグロー
バル化の進んだ活動がもたらしたものである。
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
　直接投資はつねに技術移転をともなう。一
般的にいっても，そのことは妥当する。途上
国において綿糸工業が確立されるときには，
先進国からそのための生産設備が輸出されて
いる。その設備は先進国の同種の産業の生産
設備と同じ技術水準のものである。それでな
ければ，途上国に工場を移転しても，より低
廉な労働力，用地，その他の環境条件を生か
して，生産コストの安い綿糸を生産すること
ができない。いいかえると，途上国において
工場をたてる経済的理由がなくなってしまう。
現代における直接投資がとくに優れた良質の
労働力の豊富な途上国にむけておこなわれて
いるのは，その意味からして，きわめて当然
のことといえるのである。
　企業活動のグローバル化というのは，つま
り，その生産物の生産に適した場所へ工場を
たてるという原則を，国境とかかわりなく，
適用していく結果として起こってくる現象で
ある。しかも，その生産物はかならずしも完
成品に限定されることはない。部品であって
もよいし，半成品であってもよい。その国に
適した部品を生産し，それを別の国の組立工
場へはこび，その生産行程で部品として用い
るということは，そのグローバル化の一つの
あり方である。そうした生産のネットワーク
の形成は，さきに進んだグローバル化の姿で
もある。
　日本と東アジア諸国との場合には，日本の
企業のグローバル化の過程のなかで，そうし
た生産のネットワークがつくりあげられてい
る。ある企業は，タイやマレーシァやインド
ネシアなどの地域へ直接に進出し，日本から
も部品をはこんで，現地での生産をおこなっ
ている。その部品については日本でしか生産
できないという場合もしばしばある。その特
定の部品の精度・仕様などの点でとても現地
の部品メーカーに発注することが不可能だか
らである。
　事実，ある企業は，上記のアセアンの諸国
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にそれぞれ異なった生産物の生産工場をもっ
ている。それらの生産物をまとめて組立てる
工場を，たとえばシンガポールに建設してい
る。それらの生産物を日本へはこんで，日本
で組み立てて完成品にするという場合もある。
それはすべて企業の生産しているものがなん
であるかとか，その企業の技術力と資金力が
どういうものかとか，人材をもっているかと
か，さまざまな要因に依存する。
　こうした活動はすべて個々の企業の合理的
な判断の結果として生じてくる。そこには予
測的な要素もかなり作用してくる。したがっ
て，合理的な判断とはいっても，その判断の
ための材料のなかに予測的な要素があるため
に，個別の企業の判断は同じではない。その
総体としてマクロ的な変化がおきる。
　ある場合には，日本の国内において生産し
ている同種の企業は，グローバル化した企業
の海外での生産物と競争することが難しくな
るかもしれない。それはモノは同じであって
も，その生産コストに開きがあるからである。
海外からの逆輸入によって，日本の国内の企
業は市場をうばわれてしまうこともおこりう
るであろう。日本国内の消費者にとってはき
わめて望ましいことである。それは日本の国
民所得の実質価値をその分だけ引き上げるか
らである。
　それは市場経済の帰結であるというのはた
しかであるが，この場合の問題はこの競争力
のない国内の同種の企業がつぎつぎと敗退す
ることによって，その産業が日本から消えさ
ることである。そして，その生産物は海外へ
進出した日本の企業によってその進出先の工
場で生産され，その一部（あるいはその大部
分）が日本へ輸出される。それによって日本
市場におけるその生産物に対する需要はみた
される。
　別な見方からすれば，その問題の産業に関
していえば，それこそまさに「空洞化」とい
われる現象である。企業の直接投資により日
本から相手国へその産業が移転したという結
果となっている。こうした「空洞化」現象は
国際的な産業移転の一つの側面であり，それ
は国際的な視野からみれば，世界の資源と労
働力の有効な利用を意味している。
　しかし，問題はこの当該産業の「空洞化」
によって，その産業における雇用者が減少し
てしまうことである。この産業の消滅によっ
て仕事の場を失ってしまった失業者が吸収さ
れる別の産業の拡大がない限り，その国の失
業率は上昇する。時間をかければ，その問題
は解消することになるかもしれないが，それ
までの期間の失業者の増加はどうしてもおき
る。
　ただし，いつもこのような「空洞化」がお
きるとは限らない。その企業は一方において
は東アジアの他の地域へ進出するが，他方に
おいて国内には海外へ移転したものとは異な
る生産部門を展開することもある。この場合
には，海外の立地条件にあった生産部門はそ
の移転によって，日本にあったときよりは低
い生産コストでもってその生産物を生産する
ことになる。それと同時に，国内に立地して
いる方が，有利な部門は海外へ移転せず国内
に残る。
　しばしば観察されるのであるが，高度な技
術を必要とするものは日本での生産が有利で
あるとすれば，そういうことになるであろう。
部品供給をする生産者，生産過程での技術
者，開発担当の技術者など，どうみても，日
本国内に工場がある方が有利という場合がそ
れにあたる。この場には，この高度の技術が
求められる生産物の生産は国内でおこなわ
れ，海外へ進出した部門は縮小するが，高度
技術部門は拡大される。こうなれば，「空洞
化」はおこらないであろう。それは進出相手
国と日本の間において生産の分担がおこなわ
れているからである。あるグループに属する
生産物は国内に生産拠点をもち，別のグルー
プに属する生産物は東アジアの別の国のなか
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にその生産拠点をもつのである。
　　　　　　　　　2
　これは別の視点からみれば，生産部門の国
際的な分散であり，いわゆる生産プロセスの
地域（国）別の「住み分け」である。この「住
み分け」がうまくおこなわれるならば，東ア
ジアへの日本企業の進出によってもたられる
かもしれない「空洞化」はさけられる。「空洞
化」現象がおきてくれば，後に述べる理由か
ら必然的に貿易摩擦がおきてくる。
　ここで東アジアからの繊維製品の輸入増大
について考えてみよう。日本から布地をもっ
ていって相手国で加工して再び日本へもって
くる場合，第3国から綿糸を買い，相手国で
製品に仕上げ，それを輸入する場合，また，
進出した日本の企業が布地生産から加工まで
やる場合など，さまざまなケースが想定でき
る。
　いずれも衣類として日本へはいってくる。
綿糸のままで日本へ輸入され，日本国内で加
工される場合もある。この場合は糸が輸入さ
れるが，先のケースでは衣類が日本へ輸入さ
れる。どのようなケースにしても，それが日
本市場で売られるとき，日本における繊維産
業はそれぞれの手段において，東アジアから
の輸入品と競争関係にたつことになる。「空
洞化」にからんでの貿易摩擦がここでおきて
くる。
　綿糸の輸入で苦境にたつのは，同種の綿糸
を生産している日本国内の紡織産業に属する
企業である。布地の輸入では問題はあまりな
いかもしれないが，もしあれば同じことにな
る。おそらく衣類の輸入の手段になるなら
ば，競合する国内企業がかならず出現してく
る。ニヅト製品の場合ならば，やはり糸の段
階とセーターやカーディガンなどの衣類製品
の段階で，苦境にたつ企業が出現してくる。
　もちろん日本の国際的デザイナーによる衣
類製品については摩擦などおきないが（摸造
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
品の問題は別として），普通の製品について
はまちがいなく競合する事態がおきてくる。
そうなると，ダンピング輸出であるとか，市
場撹乱的であるとか，といった問題がいつお
きてもおかしくない状況が出現してくる。
　例をたまたま繊維製品についてあげたが，
他のさまざまな生産物についてこうしたこと
がおきてくる可能性はだんだんと高まってく
る。東アジアの諸国が工業化の過程をたくま
しく進行していくとき，鉄鋼業から電気機械
工業，繊維工業から輸送機械，さらには先端
産業のさまざまな分野へと，貿易摩擦の潜在
的な可能性はしだいに広まっていく。日本が
いつでも，うまく生産部門の「住み分け」を
実現できるとは限らない。とくに日本の企業
が相手国へ進出し，そこでの生産物を日本へ
輸出するという場合ならば，その「住み分
け」をうまくやれる可能性があるが，日本の
企業が関与していないとき，その「住み分
け」を適時にうまくやっていくことは難しい。
　この問題は，「比較生産費の原理」の単純
な適用によっては分析できない問題である。
この点は改めていうまでもないことである
が，動態的なセッティングのなかでは，比較
生産費の態様は変化していく。静態的なセヅ
ティングのもとで決ってくる産業のもつ比較
生産費の態様は，動態的なセッティングは静
止していることはできない。技術が進歩し，
労働生産性が変化し，資本の最も労働力の大
きさも変っている。
　それも国によっての進歩のあり方も，変化
のあり方もすべて異なっている。資本が急速
に蓄積している国もあれば，労働力人口が大
きいスピード増加している国もある。それと
は対照的に状況が逆のところもある。どんな
産業がどんな風に変化し，それぞれの生産物
の生産コストがどんな具合いに変わっていく
か。それは国によってまちまちである。時間
とともに比較生産費の態様が変るのである。
　そうであるとすれば，ある国の輸出財の一
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群がいつまでも輸出財でありつづけることは
なく，輸入財の一群がつねに輸入財でありつ
づけるとは限らない。ある時期において大量
に輸出されていた生産物が，5年なり10年な
りたったときに，輸出競争力を失なってしま
い，まったく輸出されなくなってしまうこと
だっておこってくる。まったくその逆に，あ
る時期には輸入財であったものが別の時期に
は輸出財として生産されることもある。貿易
の枠外にあった生産物が貿易の対象となるこ
とだっておこりうる。このように変わってい
くのが現実の動態プロセスなのである。
　技術の移転とか，直接投資をとおしての生
産拠点の移動とか，産業発展に対する政府の
政策とか，労働力の質や量の変化とか，現実
には多くのさまざまな要因がその国の産業の
あり方やその構成を変えていく。それが他の
諸国の同じような変化と相互に作用しあう。
そこからそれぞれの国の貿易における生産物
の構成が変化していく。その背景においては
産業構造，産業の部門別構成が変化している
のであり，それに応じた雇用の産業別構成が
変化している。しかし，その変化は通常の場
合はスムーズには進まない。たとえばその経
済がたくましく成長しているときには比較的
にうまくいくけれど，経済が沈滞していると
きには産業・雇用構造の変化は難しい。
　この変化は産業調整とよばれるけれども，
その産業調整は，一般的には，その経済の成
長経路の勾配がゆるやかなときよりも，急で
あるときの方が比較的に容易に実行されやす
いといわれる。それは縮小する産業からでて
くる労働力と資本が移転することのできる別
の産業を比較的に容易にみつけだすことがで
きるからである。もしその経済が不況のなか
にあったとしたら，その移転すべき産業をみ
つけるのは容易なことではないからである。
　そのような場合には，国際競争力のある生
産物がその国の市場へ参入してくることに対
してきびしい反対がおこってくる。政治問題
にまで発展していく貿易摩擦はこういう場合
におきてくる。競合する生産物のその国への
輸出は，それによって国内需要をうばわれる
弱体化した産業の強い抵抗を誘発するからで
ある。
　いいかえると，産業調整というのはこの場
合においては，国際貿易がらみのため，つね
に国際的産業調整ということにならざるえな
いのが現実である。東アジアにおける各国の
経済発展の過程において，生産拠点の日本か
らの移転と分散が大きい役割をもっているこ
とはすでに述べた。そして工業部門を確立す
るにつれて，日本を含む先進国の市場へむけ
ての工業製品の輸出が増えつづけている。こ
ういうことになると，東アジアの他の諸国か
らの日本への輸出に，とても対抗することが
できなくなるような製品がどうしてもでてく
ることになる。
　もし東アジアの他の諸国からの輸出品目の
なかに深刻な打撃がもたらされるようなもの
があれば，そこに貿易摩擦がおきてくるのは
さけられない。もしもうまく日本におけるそ
の種の産業がより高度な製品の方へその生産
内容をシフトさせているならば，そういう摩
擦はおこりえない。しかし，現実にはそのた
めのシフトへの努力が適時に充分な量でなさ
れることは期待しにくい。そこから，転換の
おくれた企業の一群が輸入抑制のための政治
活動を展開するということになっていく。
　その事態になる前に産業調整に着手しなく
てはならないが，停滞している産業の場合や
さきざきの予測の難しい産業の場合には，国
内市場が海外からの輸入生産物によって蚕食
される事態になってから，産業調整のための
措置を政府にもとめることになりがちである。
そこに貿易摩擦の政治問題化の要因がある。
　　　　　　　　　3
　現代の東アジアは，日本の先進国レベルの
経済成長に対して，それをかなり上回る成長
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をつづけている。したがって，東アジアには
日本をめぐっての国際的産業調整問題が潜在
的に存在している。日本ばかりではない。四
つの新興工業地域と準新興工業地域であるア
セアン諸国との間においても，その問題が潜
在的に存在している。さらに，そのあとを追
う中国と他の東アジア諸国（日本を含めて）の
間にもある。さきのことになるかもしれない
が，いまや市場経済化の波に乗りはじめてい
るインドシナ半島の三つの国と他の東アジア
諸国（日本や中国を含めて）との間にも，国際
的産業調整問題が潜在的に存在している。
　この東アジアにおける国際的産業調整問題
は，日本をめぐってすでに部分的には貿易摩
擦的な現象が出現している。どのような国際
分業体制がとりあえず東アジアになりたちう
るのか。基本的には，それは市場メカニズム
のなかで決められていくしかないのであろう。
さらに広く，アジア太平洋地域にできあがっ
ていく国際分業体制はどのようなものになる
のか。これもまた国際的産業調整問題である。
つまり，基本的には市場メカニズムに逆らう
ことでは解決できないということになる。
　その国際分業そのものを決して固定的なも
のではない。そのことは動態的セッティング
のもとでの比較生産費の原理の適用り問題と
してすでに言及したところである。つねに流
動的であるのが現実の経済である。技術が変
化し，人びとの生活のやり方や好みが変化
し，新たな生産方法や新たな生産物が生まれ
てくる。労働のやり方や内容も変化していく。
しかもそういう変化は単独に独立しておきる
のではなく，相互に影響しあいながらの変化
である。国際分業のあり方もその過程におい
て変化していく。それはどこかに静止するこ
とはなく，静態経済におけるような静態的な
国際分業体制は現実には存在しない。
　国際分業は時間の流れにそってしだいにそ
の内容を変化させていく。その過程は同時に
それぞれの国における産業調整の過程でもあ
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
る。その調整の総和が国際的な産業調整とい
うものを結果としてつくりあげていく。それ
と同時に，それぞれの国の貿易構造が変化す
る。生産と国内需要のギャップは貿易をとお
して埋め合せられるが，この貿易構造はその
ギャップがどのようなものになるかに対応し
て変化していくからである。
　その産業調整の過程において，個々の企業
はそれぞれにとっての市場環境の変化に対応
してその経済活動を変化させていく。いうま
でもなく，もし政府が特定の政策をその産業
調整をうながすために採用していくならば，
それもまた市場環境の変化とともに，企業の
活動のあり方に影響をあたえることになる。
ときには，その政府の政策がその意図とはか
かわりなく，ほとんど効果をあげないことも
ある。それどころか，予想をこえたというよ
り予想しなかった行動をその企業に強いるこ
ととなり，産業調整にまったく逆行するよう
なことになるかもしれない。
　いずれにしても，政府の誘導政策よりは市
場環境が結局において企業の対応の方向によ
り強い影響力をもつことになる。それは市場
経済体制のもとにあるかぎり，企業行動を決
めるものは市場であるからである。誘導でき
ても管理できないのが市場経済である。産業
の調整過程というのは，個々の企業が市場メ
カニズムの動きに対応して行動することのな
かから実現されていく，というのが基本的な
現実である。
　　　　　　　　　4
　東アジア経済圏には，はじめのところで述
べたように，貿易不均衡の拡大がもたらす問
題がある。東アジアの各地域のあいだにおい
て貿易不均衡が拡大していくとき，東アジア
における貿易摩擦なき安定のなかの高い成長
は困難に直面する。各国の間に貿易不均衡を
めぐっての摩擦が大きくなる可能性があるか
らである，他方，東アジアにおける国際分業
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が動態過程のなかで形成されていくことが必
要である。すでに述べたように，それがうま
くいくためには，産業調整がうまく進まなく
てはならない。それが高度に進まなければ，
貿易をめぐって摩擦がおこってくる。
　貿易収支の不均衡を拡大させないこと，産
業の動態的調整が円滑に進むこと，この二つ
が，貿易をめぐっての域内摩擦を拡大させる
ことなく，域内分業の動態的な形成にとって
必要なことである。ここで貿易収支といった
けれども，正確には経常収支というべきあろ
う。貿易の不均衡というときに，それは財貨
の貿易とサービスの貿易の双方を含んだ意味
での貿易でなければならないからである。
　この貿易（経常）収支の不均衡を進行させな
いようにするには，正統的には二つの政策が
ある。ひとつは総需要政策であり，もうひと
つは価格政策である。この価格政策は通常は
為替レートの変動によって補完される。黒字
をつづける日本をとりあげるならば，総需要
政策は具体的には国内需要の拡大政策であ
り，それは財政における純支出の増大と金融
における金利の引下げである。価格政策につ
いては，賃金コストの上昇によるか，需要の
増大によるか，その双方によって，輸出価格
を上昇させることである。
　これらの政策によって輸出はへり，輸入は
ふえる。輸出をへらさずに輸入だけをふやす
ことはかなり難しい。それは国内需要の拡大
だけで不均衡の進行を喰いとめることを意味
するからである。もしそれが可能であるなら
ば，それがもっとも望ましいかもしれない。
しかし，黒字国の日本の国内需要の拡大だけ
で貿易不均衡をなくすことは難しい，という
よりは不可能に近いというのがこれまでの経
験が示している事実である。
　そうなると，やはり為替レートの調整が残
された経路となってくる。価格政策は賃金の
引上げであるが，これを市場経済のメカニズ
ムのなかで実現することは難しい。需要の増
大は価格を引き上げるが，これは国内需要政
策にはいるので除くとすると，残るのは為替
レートとなる。
　黒字がつづく状態において，もし為替レー
トが円高になるならば，事態は動く。円高に
なれば，輸出価格は上昇する。その上昇をさ
ければ，収益は円高によって蚕食され，輸出
意欲はそれに応じてなくなる。いずれにして
も，輸出はこれまでの水準にとどまることは
できなくなる。こうして，円高は進んでいく
につれて，輸出はその意欲を削がれ，輸入は
逆にその意欲を高められる。それは輸入価格
が円高のために低下するからである。
　いうまでもなく，そのことは国内市場での
輸入品の価格が値下がりするということを意
味しない。どこまで円高が輸入品の国内市場
での価格を下落させることになるかは，国内
市場における競争の激しさの程度に依存する。
競争があまりなく，国内市場での輸入品の価
格が下落しないときには，供給者の利益は大
きいものになる。それがどこまで需要者に分
配されるかによって，市場価格が変化してい
く。市場価格の下落がどの程度まで進かに
よって，輸入品への需要の増加の程度がかな
り影響される。
　したがって，いずれにせよ為替レートの変
動によって，貿易（経常）収支の黒字の拡大が
抑制される。いうまでもなく現代の変動為替
相場制のもとでは，為替レートは政策手段と
はなりえない。しかし，貿易黒字が拡大する
ときには，その国の通貨はどうしても市場で
高く評価されるため，基礎的には円高傾向が
出現してくることになる。
　さきに国内需要だけで貿易不均衡をなくす
ことは難しいと述べたが，それは国内需要を
政策によって，不均衡をなくすところまで上
昇させることは，日本の場合には困難な状態
にあるからである。かつて日本経済が生活水
準を引き上げるためたにその活力を動員しな
ければならなかった頃とは異なる。経済を成
60
長させると貿易収支の赤字が危険水準をこ
え，やむなく成長を抑制しなければならな
かった時期とは対照的である。1980年代末か
ら1990年代にかけての，いわゆる「バブル景
気」のときにおいても，貿易収支は黒字で
あった。不況から少しばかり脱却しても，思
うほどの黒字の縮小はできないのが現実であ
る。しかも，1992年ごろからの景気停滞のな
かにおいて，国内需要の拡大政策もあまり効
果的でないという経験がつづいた。
　民間投資の増大も不況のなかではそれほど
でなく，消費の拡大に政策の力点がおかれた
が，均衡財政の思想につらぬかれた政策に固
執するため，財政純支出の増大につながるよ
うな消費減税には強い拒否反応がでることに
なる。減税は消費税の増大という条件が付く
ことではじめて実現できるものとなっている。
これは公共投資に対する場合とは対照的なと
り扱いとなっていることに気がつく。
　その制約が緩和された（減税と増税の時期
をづらしてやる）としても，この条件付きで
は景気刺激効果はあまりはっきりとはでてこ
ない。おそらく，日本の場合には，国内需要
の拡大のための減税というルートをとおる政
策は，優先順位としては最後といった方がよ
いような扱いをうけている。こうして，政策
は金利引下げと公共投資に焦点がおかれるこ
とになるが，それによって貿易・経常収支の
黒字が縮小するほどの景気上昇をもたらさな
かった。
　そうなると，為替レートの変動をとおして
の価格効果がその役割を分担することになる。
円の対ドル・レートの動きはまさにそのとお
りのことになった。
　この国内需要の増大というルートをとおし
ての所得効果は，制約付の財政政策のため
に，不充分にしかその効果を発揮できなかっ
た。もちろん，いかなる政策にも効果出現ま
でには期間が必要である。不況が深刻であれ
ばあるほど，その政策の実施と効果の出現の
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
間のタイム・ラッグは長い。いずれにせよ，
景気の拡大による輸入増大と輸出の国内への
シフトはなかなか現われなかった。そして
（ドル安円高という形での）為替レートの変動
による価格効果の出現への圧力が高まって
いった。こちらについてもタイム・ラッグの
問題があるのは当然としても，なお，貿易不
均衡の是正にむけての動きは顕著にはあらわ
れなかった。
　そこで残るのは広い意味の制度的要因とな
る。市場の枠組みをつくっているさまざまの
要因がとりあげられることになる。経済活動
にかかわる制度的要因がそれである。取引に
かかわる制度，市場における取引慣行，政府
の規制などである。日本の場合，それらのも
のが市場での競争を制約しているといわれて
いる。日本の市場にはカルテル的要素が強い
との国際的批判がある。内需拡大と為替レー
ト対策とは異なった次元の問題がとりあげら
れることになった。
　この次元の問題は一括して規制緩和政策と
よばれている。これには独占禁止政策もから
んでいて，しばしば独占禁止法の運用の強化
が規制緩和政策の促進と平行してとりあげら
れる。しかし，これらの制度，慣行，規制と
いったものは簡単に，つくり変えることが難
しい。それは財政支出の増減とか，金利の変
更というものとは異なり，政策変数として政
府がいつでも動かせるものではないからであ
る。
　それでも規制を変更する権限を政府がもっ
ているので，必要と思うときにはある程度ま
では緩和したり，強化したりすることができ
る。しかし，それでも市場の流れをつくる枠
組みが，その規制を前提にできているとする
と，規制緩和があっても，民間の活動がすぐ
に反応し，景気を拡大することには結びつか
ない。いいかえると，この規制緩和や独占禁
止法の運用強化といった政策は，景気拡大政
策のひとつとして評価することは難しいとい
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うことなのである。
　カルテル的な要素の濃い市場に対するこの
政策は，市場経済の競争性を高め，より効率
的な資源・労働力配分を実現し，生産コスト
を引き下げ，賃金の実質的な価値を上昇させ
ることが狙いである。これは，経済の活性化
をもたらすことになるから，景気を拡大させ
ることにもつながっていくことになるのは確
かであるが，そこへ至るまでの道のりは長
く，決して景気政策の一つとして，財政政策
や金融政策や為替政策と同じような次元にお
いてとりあげるわけにはいかないものである。
　貿易収支の黒字を縮小するためには，国内
需要拡大政策と為替レートの自国通貨高の二
つが必要である。内需拡大がうまくいかなけ
れば，為替レートの役割にそれ相応の圧力が
加わってくる。これは当然の流れであろう。
　　　　　　　　　5
貿易不均衡が東アジアに発生したときには，
その是正には日本における内需拡大と円高が
必要であるが，それと同時に，他の東アジア
地域における景気抑制と自国通貨安が必要と
いうことになる。これはこれまでの論議から
の帰結である。
　しかし，ここで問題なのは，そうした政策
をとったにもかかわらず，日本の景気が拡大
せず，他の東アジア地域の景気が低迷するこ
とになる可能性がある，ということである。
現在の東アジアは世界のなかでもっとも活力
にみち，成長をつづけている地域である。も
しこの東アジアが景気の低迷におちこむこと
になれば，貿易の不均衡はある程度は縮小さ
せられるかもしれないが，その代償として，
東アジアの景気低迷を認めなくてはならなく
なる。これは，国際経済全体の視点からみ
て，決して望ましいことではないし，東アジ
ア経済圏としても同様である。
　東アジアが逞しく成長をつづけているとき
の貿易不均衡の是正は，黒字国の景気の拡大
をとおしておこなわれるのが望ましいことは
いうまでもない。その場合，黒字国がいかに
して景気の拡大をはかっていくか，それが問
題となる。
　日本がその黒字国であり，東アジアでもっ
とも高い国民総生産を産出している国である。
すでに成熟した段階に到達していて，いわゆ
る「豊かな社会」に入っている国である。そ
の経済成長のテンポもしだいに低下している。
経済が豊かになれば，もはや経済が低い水準
のときのうように成長していくことは難しい。
なぜならその必要がないからである。そうい
う状態にある日本が景気を拡大するとして
も，それほど大きい成長率を示すことはない
であろう。もちろん，生産額としては大きい
増加であるから，かならずしも成長率は高く
ある必要はないが，景気拡大とはいえない程
度の鈍い景気拡大であっては，貿易黒字の縮
小は難しい。そうなれば，為替調整が必要と
なってくる。
　東アジアの他の諸国が平均して6ないし7
パーセントの経済成長率であり，北アメリカ
と大洋州の二国が2ないし3パーセントの経
済成長率である。この状況はそう急には変ら
ないであろう。日本も1993年あたりではほと
んど横ばい（数値的には0．2パーセントの成長
率）であるが，まもなく2ないし3パーセン
ト水準まで戻ってくる。この東アジアの成長
国の6ないし7パーセントとアジア太平洋地
域の先進国の2ないし3パーセントの成長率
の格差は21世紀に入っても続くと前提するこ
とはきわめて現実的である。
　この前提にたって，東アジア地域における
貿易不均衡問題を考えていかなくてはならな
い，この経済成長率の格差が存在していて，
しかもこれから約10年間ぐらいは大きくは変
わらないとすると，現段階における貿易不均
衡はマクロ的にみてつづいていくものとしな
ければならない。そうなると，それだけの経
済成長率の格差があるときに，日本と東アジ
62
アの他の諸国との間の貿易収支がどうなって
いくかが問題である。
　経済成長は単なる量的な増大ではない。技
術進歩がそれにともなっている。それらの諸
国は効率のよい生産設備をもつようになり，
新しい生産物を供給するようになる。した
がって，それだけ輸出競争力もついてくる。
そうなると，そこからの輸出が金額的にも数
量的にも増えてくることになり，日本市場へ
のその輸出は増え，両者の経済成長率の大き
さにかなりの格差があっても，それらの東ア
ジア諸国の日本との間の貿易収支は改善され
ていくことになる。
　そうなれば，貿易不均衡は縮小の方向へむ
かっておのつと進んでいくことになる。その
ようになる確率を，あらかじめ決めることは
できない。そういう方向へむかっうならば，
東アジアにおける貿易不均衡の拡大がもたら
す摩擦はおこらないことになる。しかし，も
しそういうような貿易不均衡の縮小がおこら
ず，しかもそれが拡大していくとしたら，東
アジアには貿易には貿易摩擦が生じる。それ
は東アジアにおける政治的な不協和にまで発
展していく可能性が高い。
　日本は，「バブル景気」崩壊のあと，ほとん
ど3年間にわたる経済停滞におち入った。19
92年における日本の経済成長率は1．3パーセ
ントであるが，この景気のおち込んだ年にお
ける日本の貿易収支は1，323億ドルの黒字で
あった。バブル景気のなかでもっとも成長率
の高かったのは1988年の6．8パーセントで
あった。この年における貿易収支は963億ド
ルであった。経済成長率は1987年から1991年
までの5年間において平均して4．9パーセン
トとなっている。その5年間において，貿易
収支の黒字は1988年から1990年までの間は縮
小した。そのあとの景気の悪化の過程におい
て貿易黒字が急増したのであるから，景気と
貿易収支の動きの間にははっきりと対応した
動きがみられる。国内需要政策が重視される
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
理由がそこにあるが，効果は限定的である。
　日本の企業による東アジアへの直接投資が
進むとき，それらの地域における輸出品目は
増え，かつそれら輸出財の国際競争力が高ま
る。日本との間の輸入超過問題を緩和するに
は，この経路もまた重視されなくてはならな
い。それは，この経路においては東アジアの
他地域の貿易赤字を，国内重要の抑制によっ
てではなく，輸出の拡大によって縮小してい
くことを可能にするからである。輸出品目は
日本企業の直接投資によって増える。これら
の地域から輸出にしめる製造工業製品の比率
は当然のことながら大きくなっていく。
　ここで，問題はこの議論のはじめのところ
へ戻ってくることになる。日本からの直接投
資は一方において日本における産業の「空洞
化」現象をひきおこす要因となる。それは同
時に，日本のなかにある同種の産業部門にお
ける雇用にとって，厳しい事態がうみだされ
てくる。他方において，それは貿易摩擦の誘
因となる。輸入品との激しい競争にさらされ
る企業にとって，輸入に制限を加えて競争度
をやわらげ，その存続をはかる圧力をうみだ
す。ダンピング容疑などの手段はそうした立
場に立つ先進国の企業にとって魅力的な対抗
力である。日本においてもその点は変わりが
ない。
　こうして，「空洞化」と貿易摩擦という二
つの問題を抱えこむことになる。これをさけ
るには，日本における産業調整が適時にきち
んとおこなわれることが必要となる。その調
整は国際的な視野のなかでおこなわれるとい
う意味において，国際的産業調整ということ
になる。このことは，同時につぎのことを意
味している。すなわち，東アジア地域におけ
る国際分業体制をつくりあげるということを
意味している。
　この分業体制は，たとえば日本が長期にわ
たって大幅な貿易収支の黒字をつづけている
ならば，つくりあげることは難しい。いいか
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えると，東アジア地域において，日本が一方
的に他の諸国との間で，上に述べたような貿
易不均衡をつづけているならば，分業体制は
うまくつくりあげることが不可能になる。そ
ういうよりは，分業体制が日本を含めた東ア
ジアにおいてうまく形成されているときに
は，東アジアの各国間に長期にわたる大幅な
貿易不均衡がつづくことはありえないのであ
る。貿易不均衡がそういう形で存続すること
それ自体が，東アジア地域における国際分業
体制がうまく形づくられていない，というこ
を意味する。
　基本的には，国際分業体制は企業の自由な
経済活動をとおして形成されていくものであ
る。技術進歩や労働力への教育投資や資本蓄
積の進むなかで，企業は自由な適応活動をお
こない，それにともなって国際分業体制もそ
れに応じてその内容を変えていく。政策が役
割を果す領域は限られているけれども，それ
でもその影響力を過少に評価することはでき
ない。日本についていえば，企業の適応活動
を阻害しないことが必要であることは当然で
あるが，企業が競争力の低下を保護政策に
よってカバーしようと訴えてくるときに，そ
れに応じないことが重要となる。
　政府が保護政策を正当化することが，国際
分業体制の形成と適応を阻害するのである。
それはまた，貿易不均衡の是正をさまたげる
ことにもなる。貿易収支の黒字がつづいてい
るなかでおこなわれる保護政策というのが，
その黒字の削減に対してどのような役割を
もっているか，それについてここで改めて説
明するまでもないであろう。
皿．　環日本海経済圏の局地的形成
　　　　　　　　　1
　環日本海経済圏という表現についてまず述
べておかなくてはならない。これとほぼ似た
ような意味あいで使われている用語として北
東アジア経済圏という概念がある。しかし，
こちらの方はもうすこし範囲がひろがってい
るようである。
　そもそも日本海という用語がどこまで一般
に認知されているかとなると，これについて
もまた問題あり，必ずしも一般的に認知され
た用語ともいえないところもある。日本のさ
まざまな場所で開かれるシンポジウムやその
他の文献をみていると，Sea　of　Japanという
表現と同時に，East　Asian　Seaという表現が
用いられているようである。日本では「日本
海」という表現は当然のごとく用いられてい
るが，そうでない場合もあるということをこ
こでリマークしておくことにしたい。
　その意味で，環日本海経済圏という表現を
固定的とはとらえない方がよいかもしれない。
環東アジア海経済圏という表現も同じことを
表現しているからである。ただし，このペー
パーでは環日本海経済圏という表現で統一し
ておく。ところで，北東アジア経済圏となる
と，その範囲は人によってまちまちである。
環日本海経済圏という表現の場合には日本，
韓国，北朝鮮，ロシア，モンゴル，中国が含
まれる。ここでロシアとはいっても，その意
味するところは，ロシアの極東部つまり，サ
ハリンを含む極東ロシアをさしている。ま
た，中国とはいっても，その北東部の領域，
日本ではかつて満州とよばれていた地域をさ
しており，それがここでの対象となる。
　しかし，北東アジア経済圏の場合には，上
にあげた領域のほかに，中国の黄海・渤海沿
岸部の山東省，河北省などから東シナ海をへ
て南シナ海の広東省あたりも入ることになる
し，沿岸部も内陸部も含まれることになる。
もちろん，台湾も含まれる。香港あたりまで
を含める場合もある。そうなると，中国の半
分にあたる東部地域がそこに入る。このあた
りになると，それほどきっちりとした定義が
あるわけではない。
　こういうことになるのはなぜか，という
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と，答えはきわめて単純である。つまりこの
環日本海経済圏とか，北東アジア経済圏と
か，そういった名称をあたえられた経済圏と
いうのは，協定なり，条約によって人為的に
あるいは政治的に形成された地域経済圏では
ないからである。どこの国，どこの地域とい
うことで，参加を確認してその経済圏が設立
されているわけではない。つまりきちんとし
た枠組みを組みたて，形成された経済圏では
ない。いわば，関心をもつ人々によってその
ような名称がつくられ，その領域にそれがあ
たえられたのである。
　そういう経済圏の場合でも，状況によって
2種類のケースが考えられる。一つのケース
はそこに経済圏らしき経済活動の流れ，ある
いはその集積があるとき，である。経済活動
が集積しているその領域を包括して経済圏の
名称があたえられる場合がそれである。この
場合には，すでにいくつかの国の集合体のな
かで国境をこえての経済活動の交流が頻繁に
おこなわれている。経済圏というような名称
があたえられているかどうか，とはかかわり
ない。そこにおのつと経済活動の集積してい
る領域があり，とくに緻密な経済活動のネッ
トワークがそこにみられる。
　もう一つのケースはそこに特別の経済活動
の集積があるわけではないが，その可能性が
ある場合である。その場合はその可能性に着
目した希望としての経済圏の姿がみえ，それ
に対し経済圏としての名称があたえられるこ
とになる。そうはいっても，その間題の領域
にまったく経済活動の交流もなく，そのネッ
トワークも存在しなければそういうわけには
いかない。やはりそれなりの経済取引がその
領域のなかにおいて国境をこえておこなわれ
ているのが普通である。そうでなければ，い
かに可能性にもとずく将来へむけての希望と
はいっても，経済圏という表現をその領域に
あたえるわけにはいかないであろう。
　うまく進めば，経済活動の集積ができあ
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
がっていくであろう，という推測や希望がそ
の場合には大きい役割をもいっている。その
点ではこの第2のタイプの経済圏は一面では
それにかかわる人々の希望ないし願望の表現
でもある。第一のタイプの経済圏の場合に
は，経済活動の集積は相当の程度まで市場メ
カニズムのもとで生じている。いいかえる
と，国際市場における個別経済主体の行動の
相互作用のなかからそうした集積が生まれて
くるのが普通である。
　しかし，その場合でも，関連する地域にお
ける政府・行政主体は，その政策によってそ
の経済交流の拡大をはかっていく。つまり政
府は，民間（企業と家計）の経済活動が国境を
こえての経済ネットワークを形成できるよう
に，政策的に介入している。そういう場合が
多い。その意味では第一のタイプの経済圏の
場合でも，まったく自然的な経済交流だけに
よてできるものではない。いいかえると，市
場メカニズムにそっての経済活動に100パー
せント依存してできあがったものではない。
　ただ，始めから一つの経済圏をつくってい
．くという目標があって，それにあわせて構想
をつくり，計画をたてていくとうのは異なっ
ている。個別の自由な経済活動がおのずと国
境をこえてのつながりを深め，拡大していく。
そういうプロセスが中心となて，経済活動の
集積ができあがっていく。これが第一のタイ
プの経済圏の特徴である。
　それが協定や条約にもとずく経済圏，たと
えば北アメリカ自由貿易協定やヨーロッパ共
同体のような強い経済統合にまで発展したも
のになる場合もあるし，あるいは1992年まで
のアジア太平洋経済閣僚会議のような緩るい
集まりになる場合もある。どうなるか，その
関係する経済のおかれた状況に依存する。こ
れまでの考察からいえることは，ここで対象
としてとりあげる環太平洋経済圏はまさに典
型的な第2のタイプの経済圏であるというこ
とである。
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　この環日本経済圏という構想がうちだされ
るようになった背景にはいろいろなことがる
ようである。
　そのなかでもっとも基礎的なものとしてあ
げられるのはやはり国際経済と国際政治にお
ける大きな変動とその基底における流れの方
向変換というべきものである。まず第一にあ
げられるものはガットにおけるウルグアイ・
ラウンドの動きとも部分的にかかわりのある
ことでもあるが，いわゆる地域主義的な動き
の重要地域における広がりである。
　第二にあげられるべきものは戦後の国際社
会における経済・政治秩序をそれなりに形づ
くっていた東西冷戦の終結である。その終結
も資本主義陣営と社会主義陣営の和解によっ
て生まれたものではない。ヨーロッパ社会主
義経済陣営の一方的な内部崩壊によって冷戦
がおわってしまったのである。
　冷戦がおわっただけでなく，ヨーロッパ社
会主義圏が消えてしまったのである。その上
に，その中心的存在であった旧ソ連が，文字
どうり解体してしまった。そえは改革をめざ
したゴルバチョフ（前大統領）の意図とはまっ
たく異なっていた。ロシアに隣接すべての地
域は独立自治の途上にある。北はバトル三国
からアゼルバイジャンまでの諸国が自立した
独立国となった。さらに，南のイスラム圏に
隣接するロシア連邦内の諸国のいくつかもま
た，中央アジアのイスラムの諸国として“独
立国”となった。
　旧ソ連のなかにおいて，もっとも大きい領
域をしめていたロシアは，それらの諸国の
“独立した”あとをひきついで連邦諸国の国
となった。
　かつて帝政時代のロシアが東のシベリアへ
その領域を拡大したが，このシベリア地域の
極東部は太平洋に面している。旧ソ連時代に
はこの極東部は中国にとっても，日本にとっ
ても，韓国にとっても強大な軍事的プレゼン
スをとおして，たえず圧力と脅威を感じさせ
られ，警戒心をかきたてていた領域であった。
それが北方にあったのである。
　そこにあるのは，いつなにがおきるかわか
らない，秘密のベールにおわれた長い長い国
境であった。それがすくなくとも軍事的脅威
ではなくなったのである。それを越えて取引
ができる開放された国境線となったのである。
そればかりでなく，ロシア極東地域，あるい
は極東ロシアは経済力の蓄積もたいしたもの
ではなく，民衆の生活水準も低いものである
こともわかってきた。そこは日本や韓国から
の製品をほしがっているごく普通のスラブ系
やモンゴル系の住民がすんでいるところであ
る，ということもわかったのである。
　こうして，ごく自然に，国境をこえた経済
交流がおこなわれるようになってきた。東西
冷戦時代には考えられないこと，というより
は想像もできないことが出現することになっ
たのである。その冷戦時代は同時に中国とソ
連が対決していた時代でもあった。
　極東地域において中ソ国境では厳重な警戒
をしながら，お互いににらみあっていた。国
境の住民たちが日常的にその生産物をおたが
いに取引しあうことなど，とても考えられな
いことであった。そればかりではない。中国
の北東部のハルビンの町にも，さらに遠く日
本の新潟の町にまで，ロシア人たちが品物を
買いに来る。逆に日本人や中国人がウラジオ
ストックの町へいく。そんなことがあたりま
えの現象になったのである。
　このようにみてくると，東西冷戦の消滅と
いうことがなかったならば，日本海をかこむ
各国のさまざまの町や地域の市場を，その各
国の人たちがお互いに往来し，取引をするこ
とはなかったであろう。たしかに経済的交流
なぞ考えられもしなかったことなのである。
　環日本海経済圏といったような想像力にみ
ちた構想がうちあげられるようになったが，
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そこにいたった重要な背景要因のひとつとし
て，まずは東西冷戦の終結をあげるのは当然
のことといってよいであろう。
　それと同時にというか，それにともなって
というか，ソ連も解体し，消滅してしまった。
そしてロシア共和国連邦が巨大な独立国とし
て出現し，さらにロシアを構成するいくつも
の共和国や自治州が，その色合いに濃い薄い
の差はあっても，モスクワから自立する動き
を示すようになった。そのことも大きい背景
要因のひとつといってよいであろう。
　モスクワを中心とする中央集権的な政治・
経済システムはしだいに崩れ，中央政府から
地方政府へ権限をゆずり渡さざるをえないよ
うになっていた。ロシアの極東地域はますま
す近隣の東アジア諸国との交流を深める方向
へ進もうとしてきた。それと同時にモスクワ
にとっても都合のよいことであった。
　もちろん，裏面の話としては，極東ロシア
がモスクワにおける政権をめぐる権力斗争で
混乱している過程において，地方分権が推進
されたというか，地方政府への権力の移譲が
促進されたというか，ともかく地方は中央か
ら距離をおくことになった。地方がそれぞれ
独自の方向を目ざすようになった。
　大統領派と議会派がそれぞれに地方の支持
をうるために地方へその権限をゆずり渡すこ
とを約束してきたとことが地方の自立をうな
がした直接的な理由であるといわれている。
地方が中央から遠く離れ，もともと自立でき
る条件がある場合，その自立志向はその強度
を強めてくる。極東における自治州や共和国
の一部にはロシア連邦から脱して文字どおり
の独立国になろうとする気配さえみられた。
具体的な動きはみられなくなったが，現在で
もそうした底流がながれているようである。
　大統領は10月にはついに議会派を打倒した。
そして，大統領派が権力を掌握した場合，ふ
たたび，中央集権化をはかることになるが，
もとへ戻ることは難しい。一時は，ソ連の解
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
体だけでとまらず，事態は進み，ロシア連邦
の解体が話題になったのである。極東ロシア
が，独立した場合どういうことになるのかが
とり沙汰されたこともあった。その後の議会
選挙の結果，保守勢力を力を回復することに
なったが，状況は大きくは変らない。
　いずれにせよ地方への権限委譲が進み，東
アジアの諸国との経済交流に積極的に自主的
にとりくめるようになれば，環日本海の諸国
の間での貿易や投資も，モスクワとの国内交
渉に多くの時間をとられなくてすむようにな
る。これらはすべて東西冷戦の終結のもたら
したものである。
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　ウルグアイ・ラウンドの進み具合もまた大
きい影響をもっていた。ウルグアイ・ラウン
ドはガットのもとでおこなわれた多角的貿易
交渉としてはきわめて長期間にわたっていた。
1986年にスタートしてからすでに7年をこえ
ていたにもかかわらず，始めに予想されてい
たような成果がえられるかどうかわからない
状態であった。はじめの頃には先進国と途上
国の間の対立が妥協をはばむかもしれないと
思われていた。しかし，それどころか，先進
国間の利害の対立のために妥結が難しい状態
になっていたのである。交渉は遅々として進
まず，1993年末になってなんとか妥結にこぎ
つけた。
　もともと途上国と先進国の間で利害が対立
し，妥協しにくい問題があるとみられていた。
いいかえると，サービス貿易や貿易関連投資
などいくつかの項目があげられていた。それ
らのなかには知的所有権にからんだ問題もあ
り，すんなりとは妥結にいたらないであろう
とは予想されていた。
　しかし，予想に反し，妥結を困難にしてい
る最大の障害が，先進国間における農産物貿
易の自由化をめぐっての対立であった。日本
のコメの全面的な輸入禁止政策とヨーロヅパ
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共同体の輸出補助金政策はアメリカの自由化
要求と激しい対立となった。最後の段階での
終結の障害が先進国間の対立であることが判
明してきたのは皮肉なことであった。
　アメリカとヨーロッパ共同体の間の農産物
貿易における補助金削減問題は妥結直前まで
解決の見通しがたっていなかった。共同体の
なかでもっとも頑強に反対しているのはフラ
ンスである。穀物輸出国からなるケアンズ・
グループはこのヨーロッパ共同体側のかたく
なな態度に不満をかくさなかった。ケアンズ
・グループにとって不満なのは，この共同体
の輸出補助金そのものばかりではない。穀物
生産に保護をあたえ，その結果として穀物の
生産が過剰になったのである。そのつくりす
ぎた穀物の輸出に補助金をだすという，この
信じがたい政策スタンスこそ問題なのであっ
た。
　このヨーロッパ共同体の政策スタンスはお
よそ自由貿易を基礎とするガットの精神とは
反対の極にある。それと同じくらいに問題な
のは日本のコメを中心とする穀物貿易政策で
ある。日本は食料の確保のために，コメ自給
政策をとってきたが，これはコメの輸入禁止
と麦などの穀物貿易の政府管理を柱とするも
のであった。食料安全保障という考えにもと
ついたこの穀物貿易における政府の管理と保
護政策は，工業製品の貿易における自由貿易
政策とは対照的である。この政策スタンスも
またケアンズ・グループからは矛盾するもの
と批判された。とくにアメリカは，ヨーロッ
パ共同体に体するのと同じように，日本に対
してもその政策転換をつよく求めつづけた。
　もっとも，この日本のコメ自給政策は二つ
の側面から不確実な要因をもっている。一つ
は気象条件であり，もう一つは労働力である。
気象条件が悪化した年には穀物生産は低落す
る。穀物生産の生産コストが高いこともさる
ことながら，基本的にはコメについては慢性
的な生産過剰となっている。コメの需要より
も生産が大きく上回り，政府在庫が上昇をつ
づけたため，コメ需要のトレンドとしての下
向線上での供給循環が気象条件によって生じ
る。
　1993年度においてはまれにみる悪い気象条
件のために，コメの生産が大幅に低下した。
生産の削減を政策の柱のひとつとして実行し
てきたのであったが，ここにいたって。供給
不足のために大幅なコメの在庫減少が予想さ
れるにいteった。コメの「緊急輸入」がおこ
なわれることになり，自給政策は維持困難に
なった。この不確実要因による不作の可能性
にそなえて，毎年，大量のコメの生産をおこ
なうことは不可能である。膨大な補助金に加
えて，コメ在庫の増大をみとめられるほどに
は政策の財政に余裕はない。
　もうひとつの不確実要因である労働力不足
であるが，これは農業の家族中心の経営方法
がゆきずまりになっていることからくる。老
齢化する農業労働力にとってかわる若い労働
力は不充分にしか存在しない。いわゆる「後
継者不足」である。これは将来，それも近い
将来におけるコメ生産農家における労働力の
洞渇を意味している。これもまた，コメに自
給政策を維持することを困難にし，不確実に
してしまう要因である。
　そうした事情のもとにあるにもかかわら
ず，日本はなかなか穀物（コメ）の輸入制限
（輸入禁止）政策を撤廃するという決断を下さ
ないできた。政策に関与するどのグループも
（政治家も農業団体も消費者団体も官僚も政
府も），それをさけてきた。ヨーロッパもま
た，とくにフランスの強硬な反対のために，
農産物貿易における補助金支出を撤廃するこ
とにはなっていなし，そうなる可能性もすぐ
ない状況であった。こうなると，ウルグアイ
・ラウンドがなかなか妥結の見通しをたてら
れないことになったとしても不思議ではない
し，問題先送り的な妥結になっても不思議は
なかった。
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　その結果おこるであろうと思われること
は，ひとつには，部分的にであれ，ともかく
も合意と妥協がえられた領域だけについてウ
ルグアイ・ラウンドを成立させることであっ
た。もうひとつは地域的に自由貿易の妥協が
えられるところだけで，協定をむすんでいく
ことであった。それは地域的な自由貿易協定
の締結である。ウルグアイ・ラウンドでうま
くいかなかったことを，その特定の地域のな
かで実行にうつすことといってもよい。しか
し，それがウルグアイ・ラウンドの精神を生
かす方向とはいえない。場合によってはまっ
たく逆行する保護主義的な行為を共同で行
うことができるからである。
　ヨーロッパ共同体はこの点に関しては両刃
の剣のようであることはつとに指摘されてき
た。同じことは北アメリカ自由貿易協定につ
いてもいえる。共同体はいつでも保護主義の
とりでに化することができるように，北アメ
リカ自由貿易地域もそうなることができる。
この地域的な自由貿易協定によって地域内の
産業は地域外の産業に対比して実質的に保護
される。地域外の産業は対外共通関税を課さ
れることになるので，事実上，相対的に差別
をうけることになる。さらに，域外からの輸
入品が競走力を充分にもったとき，域内の各
国は域外に対して域内産業保護のための共同
歩調をとることができる。
　グローバルな協定がウルグアイ・ラウンド
で成立しないならば，地域的な協定をつくっ
ていく。あるいは既存の協定があるなら，よ
り一層に域内の自由化をおしすすめていく。
前者が北アメリカ自由貿易協定であり，後者
がヨーロッパ共同体である。これはいわゆる
地域主義の流れが強まるということである。
　北アメリカ自由貿易協定は，民主党の反
対，共和党の賛成という奇妙な対立の過程を
へてアメリカでは議会の承認をえた。しか
し，ヨーロッパとアメリカにおける地域主義
の強化の流れは東アジアの諸国にそれ相応の
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
影響をあたえ，東アジアからのリパーカッ
ションがおきた。たとえば，マレーシアであ
る。マレーシアはメキシコとその輸出品目に
ある程度の類似性がある。したがって，北ア
メリカに自由貿易圏が成立することになる
と，メキシコ製品はマレーシア製品よりも，
関税分だけ有利になる。マレーシアはこれに
強い懸念をもっていた。
　また，東南アジアのアセアン諸国の対外資
本の受入れにも望ましくない影響がでる可能
性がある。日本やアメリカの企業からの直接
投資がこれまで東南アジア諸国へむけて，か
なりの大きさで，おこなわれてきた。しか
し，北米自由貿易協定ができあがることにな
ると，それらの国を含む先進国の企業の直接
投資はメキシコへむけておこなわれるように
なる。メキシコで生産した生産物をアメリカ
やカナダへ輸出するときには関税はかからな
いが，東南アジア諸国からのアメリカへの輸
出には関税がかかるからである。
　このように貿易と投資の双方においてその
影響をかなり高い確率で出現する。
　地域主義の流れはこれまでのところ，ヨー
Pヅパとアメリカにはかなり強くあらわれて
いる。しかし，アメリカとヨーロッパにおけ
るそれらの動きに触発されるように，東アジ
アにも地域主義の動きがでてきた。アジア太
平洋地域という形でアメリカを含む広範な領
域を対象とした構想もあれば，東アジアだけ
に限定した構想もある。すでにいずれの場合
にも貿易と投資の交流が進んでいることから
もわかるように，それ自体としてはかなり実
態のある背景のもとで進行しているものであ
る。このことについてはすでに言及している
とおりである。
　　　　　　　　　4
　この東アジア地域，あるいはアジア太平洋
地域における地域経済圏の自然的な形成は，
東アジア地域における地域主義の進展をうな
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がすことになった。
　もともと存在していたアセアン（東南アジ
ア諸国連合）は経済的な意味あいというより
は政治的（軍事的）な意味あいが強かった組織
である。このアセアンは東西冷戦の消滅に
よって明確にその意味あいを変えてきた。ベ
トナムがソ連の影響下にある国ではなくな
り，また，中国が共産主義の脅威をはっきり
と感じさせる国ではなくなった。もはやアセ
アンは政治的な団結を必要とはしなくなった。
極端なことをいえば，そのときから，この組
織は経済的な意味あいをもつものに変った。
　1993年にはいって，アセアン諸国は自由貿
易地域の形成についての合意を実現した。ま
た，そのなかのマレーシアは日本を中心とし
た東アジア経済圏を組織化することを主張し
た。その主張は現在までのところ充分な賛成
をえられていないし，アメリカはその主張に
まっこうから反対している。もちろん，アメ
リカは，いかなる理由があるにせよ，アメリ
カを除外した東アジアでの経済圏の組織化に
は反対する理由がある。それは，成長する東
アジアに，そこだけの経済圏が成立すること
によって，アメリカが除外され，アメリカが
域外の一国になることはゆるせないことだか
らである。
　しかし，東アジアに自然的にできあがって
いる経済的交流の拡大と経済の成長というの
はこれからもつづいていくことは疑いない。
長期的な視野にたてば，そこでいまおきてい
ることは成長の波及現象である。1960年代の
日本にはじまり，それのアジアNIESへの
波及が1960年代後半ごろからおこり，そこか
ら成長の波は1970年にはアセアンのなかのタ
イとマレーシアへ至り，それが1970年代末か
らインドネシアへ波及していると同時に，中
国へ波及している。とくに日本からの企業の
ラッシュが1980年代の後半におこり，1980年
代末からは中国は成長の渦中にある。そし
て，それがインドシナ三国へおよびはじめて
いる。
　この中国の，市場経済化の順調な発展とい
うか，急ピッチの激動的な市場経済化という
か，それが進行するとともに，中国沿岸部に
おける経済は目ざましい上昇をとげることに
なった。その上昇の一部はホンコンとそれに
隣接する広東省の間における経済的な相互依
存の発展によってもたされた。また，それは
台湾と福建省の結びつきの強化によってもた
された。さらに，それは黄海にQそむ韓国と
山東省の経済的な相互交流によってもたされ
た。
　これら沿海部ではじまった発展と成長は，
中国においては市場経済の成果のはじまりで
ある。中国ではいまその成長の波は内陸部へ
むかって進んでいる。インフラストラクチュ
アの整備にも外国の直接投資をむかえ入れて
いる。というよりも外国資本を利用している。
その意味では通常なら公的部門が「担当」す
べきものとみなされている領域にまで，「民
営化」をとり入れている。その成果がどうで
るかは目下のところ不明であるが，ある意味
では他の東アジア諸国（日本も含めて）より
も，さらに「民営化」，市場経済化の途をつき
進んでいるかにみえる。たとえば，農業に関
する限り，日本は中央管理システムのなかに
あるが，中国では開放（？）されている。この
中国は12億にならんとする人ロと950万平方
キロメートルをこえる土地をもち，そのなか
に50ともいわれる多民族をかかえ，多くの言
語と文化をもつ巨大な経済である。それ自体
が見方によってはひとつの巨大な経済圏であ
る。この中国が発展の軌道にのったのである。
　この中国は社会主義を維持しながら市場経
済化をはかり，成長軌道をばく進している。
このこともまた環日本海経済圏の論議をまき
おこした重要な背景要因というべきかもしれ
ない。「東西冷戦の消滅」と「地域主義の撞
頭」をすでにあげているが，それに「社会主
義的な市場経済化の中国における進展」をつ
TO
けくわえるべきかもしれない。それは環日本
海経済圏の構想にまちがいなくつながってい
るからである。
　　　　　　　　　5
　環日本海経済圏の形成を考えるにあたっ
て，問題となるのは日本とロシアの間の協力
がうまくいくのか，ということと，日本と北
朝鮮の間の関係が韓国とのからみでうまくい
くのか，ということである。これは，少なく
とも，日本の視点からみて問題である。
　ソ連の時代から，日本はロシアとはうまく
いっていない。日本にとって，第2次大戦以
後も，ソ連（ロシア）は軍事的脅威でありつづ
けたし，講和条約の障害となっている北方領
土問題は両国間の経済関係の推進への障害と
みなされてきた。
　ソ連が崩壊し，ロシア共和国連邦がその継
承者となったとしても，その点ではほとんど
変りがない。日本にとっては北方に配置され
ているロシアの軍事力は決して問題のない存
在ではなかった。だからこそ，エリツィン大
統領は北方領土における軍備の縮小を名言せ
ざるをえなかった。
　似たようなことは中国にとってもいえる。
中国にとって中国とロシアの間の長い国境線
の北側に配備されているソ連時代からの軍事
力は脅威であり，その縮小は両国の関係改善
のためには重要であった。中国の場合，1993
年以後の現在時点では問題はとりあえずは解
消している。したがって，残るは日本の立場
では北方領土問題ということになった。
　1993年10月，ロシアのエリツィン大統領の
日本訪問がようやく実現した。そこで，間接
的ながら，両国関係改善への解決の糸口がで
きた。しかし，それでもって，この領土間題
が消えてしまったとか，その重みがなくなっ
たというわけではない。しかし，それでもっ
て「立て前」を崩さずに，ロシアとの経済交
流を深めていくことができる条件がととのっ
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
た。
　北方領土間題は長いこと日本とロシアの両
国の関係改善の障害となっていた。ある時期
において，解決の糸口がみつかるかにみえた
ときがあったが，東西冷戦のさなかにあった
ため，日本側の受入れ態勢は動揺していた。
アメリカの核の傘のもとにあったときに，日
本とソ連が「戦後処理」をすませて国交を正
式に回復することは，東西冷戦のもとでの国
際戦略の視点から，アメリカにとって歓迎で
きることではなかった。結局において交渉は
振り出しに戻り，その後は長い間両国の交渉
は不毛のままになっていた。
　東西冷戦がおわったとき，アメリカの対ソ
連政策は180度転換した。ソ連市場経済化へ
の支持と協力が政策の中心におかれた。東西
対立がなくなれば，日本とソ連の間の国交の
正常化に対する国際戦略上の障害はなくなっ
た。アメリカはむしろ日本とソ連の国交が正
常化し，日本がソ連に対する支援と協力に積
極的になることを期待した。それもまた180
度の転換であった。
　しかし，アメリカにならって日本が180度
の政策転換をおこなうことはかなり困難で
あった。北方領土問題はまったく未解決のま
ま放置されてきたからである。しかも，この
問題は日本が必要に応じて適度に利用するた
めの手段として割り切ったものではなかった。
　この問題は解決は，日本の視点からすれ
ば，国交正常化の前提であった。したがっ
て，アメリカとヨーロッパ共同体がソ連に対
する支援に積極的な姿勢に転換したにもかか
わらず，日本は消極的な姿勢のままにとど
まった。
　これは，見方をかえれば，日本のソ連に対
する外交姿勢そのものであるともいえる。も
ともと遠いモスクワの政府を助けることにさ
して関心を示さなかった日本としては，北方
領土間題の未解決は好都合の材料であった。
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日本の非協力的な政策に対するかなり明白な
理由づけをあたえることになるからである。
こうして，日本は北方領土問題を盾として西
側の対ソ支援政策とは一線を画すことになっ
た。
　その方針はソ連が崩壊し，ロシアがそれに
替っても同じであった。ロシア側としては国
境の改訂問題は危険な問題であった。そのた
め譲歩することはできない事情にあった，そ
の点が日本とも同様であった。それでも，日
本もロシアもすこしつつ歩みよりをみせる姿
勢だけは示すようになった。しかし，なんら
の進展もみられなかった。
　日本がいつまでも頑固に北方領土問題を盾
に使っていることに対して，ヨーロッパやロ
シアも，アメリカも，しだいに不快感をもつ
ようになった。そういうこともあって，日本
の姿勢に軌道修正が感じられるようになった。
日本の内部においても，ロシアへの進出や，
ロシアとの経済交流におくれをとることによ
る不利益が指摘されるようになったが，それ
は日本の軌道修正の方向へ影響をあたえたこ
とはたしかであった。
　こうして日本とロシアの間にはしだいに実
質的な経済交流へむけての歩みよりが進よう
になった。とくに極東ロシアとの間には，政
府間に歩みよりのムードがでてくるのと対応
して，経済交流の流れが現実にひろがるよう
になった。このような両国関係の改善は環日
本海経済圏の形成にとっては不可欠のもので
あった。
　それと同時に，ロシア共和国内の政治的不
安定と経済的混沌も問題である。この国がか
なり強力な地方分権ないし地域の独自性を確
保すれば別であるが，そうでないかぎり，ロ
シアの中央政治の不安定は環日本海経済圏の
形成にとってはマイナス要因となる。エリ
ツaン大統領による権力の掌握によって，一
応はモスクワにおける政治的混乱は収められ
た。しかしながら，その掌握は不安定な独裁
という色合いを強くもっていて，どこまで基
礎がためができているかはっきりとはしない。
そのことは議会によってはっきりと示された。
エリツィン大統領は急速に保守派との妥協に
進みはじめたからである。
　また，そこでの経済政策の基本的方向に肉
付けをあたえる政府と政策立案チームがどこ
まで現実的な政策内容をつくりあげられるか
不明である。極東ロシアといっても単一の地
方自治体ではない。それぞれに自立性を強め
ているとはいっても，中央政府によるコント
ロールがこれからどのようになっていくのか
予想がつかない。この中央と地方の関係がど
うなっていくのかは環日本経済圏の形成に
とって，現実にはきわめて大きい影響をあた
えることになるであろう。
　ソ連の時期には当時革命をおし進めていた
ゴルバチョフ大統領はウラジオストックにお
いて，ソ連もまた太平洋に面した国であると
明言し，すでに世界の成長センターとなって
いた東アジアとの関係をソ連は深めていくこ
とを明らかにした。そして，エリツィン大統
領もまた，ロシアが東アジアの諸国との経済
交流に深い関心を表明している。1993年10月
中央における議会との権力斗争において大統
領が勝利をおさめた直後に，まず日本を訪
れ，日本政府と重要な会談をもった。それに
は国内政治上の配慮がかなり優先していたと
報じられたが，それでも，日本との関係改善
を重視していたからこそ日本訪問であったロ
シアにとっては，東アジアと太平洋とアメリ
カ，そして中国と日本という図式のなかのロ
シアが問題である。決して日本だけが対象で
はない。
　両国間の関係改善が経済強力とロシアの市
場経済化への支援に欠くことのできないもの
であるとの認識があったとことは疑いのない
ことであった。エリツィン大統領が力点をお
いたのはその点であり，それだからこそ，領
土問題の認識における妥協がなりたったので
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あった。後に，その認識の妥協がほとんど無
意味に近いものであることが判明するが，当
時はそうはうけとられてはいなかった。
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　実質的な意味でいうならば，ロシアとの関
係でいえることは，環日本海経済圏について
の障害はロシアの強大な軍事力の脅威であ
り，それが消えたことがもっとも大きい変化
であり，それが経済協力の推進への実質的な
前提条件であた，とういうことである。ソ連
のときにはその軍事力はアメリカのそれとと
もに，東アジアにおいては絶対的な優位性を
保っていた。そのことが東アジア諸国との政
治関係をゆがめていた。脅威のもとではソ連
・その後身としてのロシアと正常な経済関係
を打ちたてることなど問題外であった。そも
そも経済協力などなりたたないことであった。
強大な軍事力による威圧が感じられなくなっ
てはじめて，地域的な経済強力関係がなりた
つ前提条件ができあがったのである。
　さらにまた，ロシアにおける地方と中央の
間のバランスのとれた権力関係が安定してい
ることもまた，地域的な経済協力のなりたつ
ための前提条件である。これだけ広大な国の
場合，経済や貿易における政策上の意志の決
定権はできるかぎり，地方にあたえるのが望
ましいことである。たとえば，北海道の北に
位置するサハリン州の州政府はサハリンの経
済開発にかかわる政策をたてる。そのなか
で，東アジアの諸国との間での経済協力をと
りあげたとして，そのための交渉や取りきめ
など具体的にことを進めることになる。もし
サハリン州政府に外国とのとりきめについて
の権限がないとなれば，日本などの経済協力
による開発の有利な発展を期待できるかどう
かわからない。
　その交渉がモスクワの中央政府によってお
こなわれなければならないことになると，実
情にうとく，多くの問題に頭と時間を占めら
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）
れている中央政府にとって，大きい負担を背
おうことになる。なぜなら中央政府が極東の
サハリン開発問題で適切な判断を適時に下す
ことなどとてもできないからである。
　そこでの一つの可能性として，もしモスク
ワにおける政治的混乱が大きくなるとした場
合，地方における自治州や共和国のなかには
独立するところがでてくるかもしれない。た
とえば，極東地域がひとつのまとまった経済
領域として独立する方向へ動きだすとする
と，状況はきわめて混乱してくる。その場合
の最大の問題は市場経済どころか，国として
の経済秩序がうまく維持されるかどうかであ
る。もっとも，すでに経済的には地方は独立
性を高めているから，混乱はむしろ政治的な
ものであるといわれる。
　ロシア連邦の解体とまではいかなくとも，
いくつかの地域が独立するということになる
と，国内的には当然のこととして，国際的に
も反作用がいろいろとでてくることになる。
とくに極東ロシアは，資源の豊かな地域であ
る。各種の鉱物資源，鉱物性燃料，森林資源
などにめぐまれている。この地域が独立する
動きを示したときに，モスクワの中央政府が
それに対して拒否反応を示すことは確実であ
る。モスクワが軍を派遣して極東シベリアか
らサハリン，カムチャッカまでの支配を確保
しようとすれば，これが国際政治上の大きい
問題になることはうけあいである。「ツアー
時代の極東征服」の20世紀版の再現となる。
これはボツワナ・ヘルツェゴビナの比ではな
い。しかし，ロシア連邦解体というほどまで
に各地方自治州が独立する方向へ動きだすな
らば，もはや遠く極東を対象にして軍を派遣
することなどできるわけではない。独立は達
成されてしまう。ロシアはそれ相応の大きさ
の共和国として市場経済化への途を進んでい
くことになる。
　そのときの問題は極東シベリアからサハリ
ン・カムチャッカにいたる領域が，ひとつの
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まとまった経済単位としてやっていくことが
できるのかどうか，であろう。ひとつの経済
単位としてやっていけるとした場合には問題
は深刻ではない。しかし，自立してやってい
くことがかなり困難ということになると，独
立は新たな問題へのスタートということにな
るe’日本をはじめとする東アジア諸国，とく
に韓国と中国と日本は極東ロシアへの経済協
力をおこなっていくことになる。もし政治情
勢が安定的に推移していくならば，この極東
地域の経済交流はそれ相応に進展していくこ
とになるのはきわめて自然である。
　このときには，環日本海経済圏というよう
な地域的なまとまりというよりも，北東アジ
ア全体を含んだ広域的な経済圏となっていく
ことが予想される。そして，その場合におい
てはアメリカとカナダが関心をもたないわけ
にはいかなくなる。現段階においていろいろ
と構想されている環日本海経済圏のもつロー
カル的色合いはなくなる。アジア太平洋経済
圏のなかの一つの「核」としての位置づけが
その北東アジア経済圏にあたえられることに
なる。すくなくとも，その方向への動きは確
実といってよいものと思う。
　これまでのところロシアにおける中央政府
と地方政府，とくに極東ロシアにおける共和
国や自治州や州の各地方政府との関係は決し
てうまくいっているとはいえない。しかし，
これからよほどのことが起こらないかぎり，
独立をめぐっての対立や混乱や困難がひきお
こされることはないであろう。むしろ，これ
から懸念される問題は，中央政府がエリツィ
ン大統領の権力体制が確立するにつれて地方
政府の権限を中央にとり戻すことにならない
か，ということである。
　これまで，中央における議会と大統領の対
立抗争の過程において，地方政府の支持をと
りつけるために，つぎつぎとモスクワが握っ
ていた権限を地方へゆずり渡し，またゆずり
渡す約束をしてきた。中央集権と中央のコソ
トロールによってしっかりと地方を管理して
いたところから，地方の自立性を認めていく
方向へむかってきたことは，それがどのよう
な理由にもとずくものであれ，極東ロシアの
経済的発展と政治的改革のために歓迎すべき
ことであった。
　しかし，この流れが逆転し，中央政府が再
び権限を地方政府からとり戻すということに
なると，これははなはだ困った方向への流れ
である。逆流ともよぶべき現象はたんに極東
ロシアにとってばかりでなく，ロシア全体に
とって問題である。いわんや中央集権と実質
的な中央独裁的な体制ができあがるとすれ
ば，程度の差はあっても，これまでの市場経
済化と政治的民主主義の流れはそこである程
度せき止められてしまうことになる。
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　ロシアは経済的にも政治的にもいささか混
乱と困難を抱えすぎているのである。やは
り，なんらかの政治的安定と地方分権を確立
して，経済の発展をはかりたいところである。
経済の発展がなければ，政治改革についても
経済改革についても飛躍的な発展をはかって
いくことは難しい。そして，それなしには，
極東ロシアと他の東アジア諸国との間の経済
協力は難しいし，また，経済交渉の進展も望
めないかもしれない。
　ロシア全体の地理的範囲からみるとき，ウ
ラジオストックは東経130度付近であり，モ
スクワは東経40度付近にある。この距離はき
わめて長い。ウラジオストックはあきらかに
東アジアにあるが，モスクワはヨーnッパの
東部にある。この距離が大きい意味をもって
いる。中国における北京と長春や吉林の間の
距離とはくらべることもできない。いわんや
東京都新潟の間の距離を考えたら，その差は
意味するところが大きい。中国も日本もその
首都と環日本海経済圏の都市とは近いところ
にある。ロシアについてはあまりにもその距
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離が大きいし，首都と環日本海経済圏の都市
はそれこそ異なった文化圏に別れている。極
東ロシアにある種の独立的な政策決定の権限
がなけれぱ，その経済発展を望むことは難し
いことになってしまう。
　モスクワにおける政治権力は不安定であ
り，その政策の方向は不確実ではあるが，中
央の政治的対立がどのような形で収束するに
しても，中央が権限をつよめ，地方の自治権
が抑制されるようになる可能性はたかい。そ
れによって環日本海経済圏の形成の可能性と
その内容が影響をうけることになるであろう。
　これまでのところでは，市場経済はきわめ
て「不健全な」形でしか進行していない。計
画経済時代の方式が崩れたことはたしかでは
あっても，それにかわる物流のシステムはで
きあがってはいない。そういうよりは，かな
り混乱した物流のシステムとなっている。ソ
連という巨大な連邦のもとでの物流がソ連と
ともに崩れたとき，いたるところで切断され
た物流のメカニズムは，まさに毛細管による
模索的な物流の局所的な結びつきにとってか
わられてしまった。極東アジアの経済はそれ
ぞれにこうした生産物の小さい流れがつくり
だす，いわば「自然的」な物流のメカニズム
のなかで運転されていくことになった。そし
て，そのなかから環日本海の諸国との交易も
おのずと拡大されていくことになった。
　モンゴルや中国や北朝鮮などとの陸つづき
の国との取引とともに，海をこえての取引も
拡大した。海をこえての取引の場合には，港
湾を中心とするインフラストラクチュアは重
要な役割をもつ。この港湾が効率的な国際貿
易を確保できるようなものであるなばよい
が，もしそうでなかったら，環日本海経済圏
はとても作動しないし，機能もできない。そ
もそも貿易拡大の前提となるインフラストラ
クチュアーがなければ，あるいは，きわめて
不充分なものでしかなければ，経済圏形成の
テムポはどうしても遅くなってしまう。たと
東アジア経済地域における二つの問題（渡部）’
え，潜在的にどんなに可能性があってもであ
る。
　その意味では，ロシアの場合には，いかに
して効率のよいインフラストラクチュアをつ
くりあげていくか，が重要であり，そのため
に，先進国との技術協力は欠かせないものと
なっていく。ただ，極東ロシアにその技術協
力の受け入れの前提条件があるかどうかは，
技術協力そのものの効率性と深くかかわって
くる。港湾の「国際化」という考え方はこう
したところからでてくる。
　この種の論議にはつねに技術と資金の協力
問題がでてくるが，ロシアの場合とかぎら
ず，技術協力や資金協力がかならずしも受け
入れる国のインフラストラクチュアや生産能
力の増大に役立つとはかぎらない。それはか
なりの程度，受けいれる側の状況によって左
右される。
　南太平洋の島には「カーゴー・オカルト」
といわれる現象が見られた。そして，その現
象はいまも消えていない。それは「航空機が
豊かさをはこんできてくれる」という信仰
（？）である。カンづめ，くだもの，おかしか
ら解熱剤から衣服やアクセサリーなど生活を
豊かにしてくれるものは航空機のはこんでく
る貨物である。お金を使う観光客も航空機で
やってくる。経済発展や生活水準の上昇への
この信仰，それが「カーゴー・オカルト」現
象である。
　これは同じことが，「資金協力」や「技術協
力」への強い信仰（？）といいかえることもで
きる。アメリカや西ヨーロッパや日本からの
「協力」があれば，すべての経済的難問が解
決するという，信じがたいほどの信仰である。
しかし，この外からの協力や援助が問題を解
決してくれるわけではない。ロシアが市場経
済化の正常な促進のためにぜひ必要であると
いうとき，そこに一種の「カーゴー・オカル
ト」的なものが感じられる。
　極東ロシアはインフラストラクチュア整備
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のために海外からの財政支援が必要であると
いう。環日本海経済圏の形成というのが，つ
まるところには日本による支援，さらには韓
国による支援をとりつけたものであるとし
ら，このような経済圏の形成は，環日本海に
おける援助システムの確立ということになっ
てしまう。それではとてもうまくいくかどう
かわからない。援助や協力は相互利益ぬきに
は考えられないからである。
　援助する国と援助をうける国とがそれに
よって相互に利益がえられるということでな
ければ，そのようなシステムは形成されるは
ずはないであろう。そこがはっきりとした上
での援助と協力ということであれば，それは
実現するし，それによって効果的で経済的な
成果がえられれば，それはまさに環日本海経
済圏を実質的に意味あるものとして，東アジ
アにその姿を顕在化させることになる。
　そういったからといって，そいうした相互
利益の芽がないといっているわけではない。
極東ロシアには森林資源もあれば，エネル
ギー資源もある。それらの資源開発に日本の
企業が資金の上でも，技術の上でも協力し，
開発が成功したときには，木材や石油やガス
を日本へ輸出できることになるとしたら，そ
れは極東ロシアにとっても，日本にとっても
利益となる。
　もちろん，現実には日本の企業だけが協力
し，援助するわけではない。東アジアの他の
諸国の企業もまた，アメリカやカナダの企業
もまた，同じような相互利益を期待して極東
ロシアへでてくるかもしれない。その確立は
もちろん高い。そうなると，環日本海経済圏
という形で，状況がかたまっていくかどう
か，かならずしも明らかではなくなる。もし
かしたら，より広い経済圏の枠内においてと
りあげられるべき問題となっていくかもしれ
ない。ただ，現在までのところ，アメリカや
カナダまでは拡大しない環日本海経済圏の形
成に焦点があてられていることはたしかであ
る。
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　さきにも言及したが，モスクワの中央政府
の視点からはロシアは東アジアの国ではない。
たとえ東ヨーロッパの東に位置するとはいっ
ても，ヨーロッパの国である。その東への膨
張の結果としてシベリアを領有し，やがて極
東にいたり，カムチャッカまで領有すること
で太平洋に面する大国となった。極東ロシア
は地理的には東アジアに入るが，ロシアとい
う国は東アジアの国ではない。環日本海経済
圏のなかに明らかに極東ロシアが入るが，そ
れは地理的な意味あいでそうなのである。
　環日本海経済圏というときに，その関係す
る政府が主としてそれぞれの国の地方政府で
あることはたしかであるが，他の東アジア諸
国の場合には中央政府が地方政府の動きを指
示している。しかし，ロシアの場合にはその
点についての信頼性が欠けているかにみえる
のは，ロシアの政治的・経済的な現実のため
である。おそらく，この点が環日本海経済圏
の形成をめぐる議論がすっきりとしない理由
である。北朝鮮と韓国の関係がぎくしゃくと
していることや，北朝鮮の核問題が未解決で
あることもまた，その点では大きい障害であ
る。
　たしかに，ローカルな意味での小さい経済
交流の拡大は観察される。その動きはこれか
らも続いていくであろうが，それ以上の，よ
り一層の大きな進展がみられるためにはそれ
相応の経済・政治環境の整備が必要とされる。
　しかし，その整備にはそれ相応の時間がか
かる。ロシアの中央政府はいずれはソ連の時
代にもっていた国際経済・政治政策上のスト
ラテジーをとり戻すことになる。そのとき，
その政策の視野は太平洋をこえたアメリカの
アジア太平洋政策と中国・日本のアジア太平
洋政策にまで拡大される。そのなかでの環日
本海経済圏への対応ということになる。その
ことを考慮するとき，基本的には，環日本海
経済圏問題は当面ローカルな経済交流の域に
とどまることになる。
　〔補注〕この「環日本経済圏」にかかわる
　　　　　地域経済との具体的な考察につい
　　　　　ては，筆者の下記の別稿をみられ
　　　　　たい。渡部福太郎「環日本海経済
　　　　　圏と地域経済」r学習院大学経済
　　　　　経営研究所年報』第7巻，1994年
　　　　　3月。
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